
8
2026

Vol.88
2026
August

納税協会ホームページ
https://www.nouzeikyokai.or.jp

発行：
〒540－0012  大阪市中央区谷町1－5－4
公益財団法人  納税協会連合会
TEL 06－6135－4062（編集部直通）
FAX 06－6135－4056（　　〃　　）

※このカレンダーには、決算日等に関係なく全ての会社に共通する期日のみ記載しています。

●７月分の源泉所得税、特別徴収住民税の納付　 ➡８月10日（月）まで

●６月決算法人の確定申告と納付（法人税・消費税など）

★届出により申告期限の延長特例あり（特例利用の場合は見込納付、消費税は

法人税の延長とセットで）。

➡決算応当日（月末決算では８月31日（月））まで

●12月決算法人の中間申告と納付（法人税・消費税など）

➡決算応当日（月末決算では８月31日（月））まで

●３か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税額（国税）

が400万円超の法人）のうち９月・12月・３月決算法人の中間申告と納付

➡決算応当日（月末決算では８月31日（月））まで

●１か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税額（国税）

が4,800万円超の法人）のうち５月・６月決算法人（申告期限延長の場合

は４月・５月・６月決算法人）を除く法人の中間申告と納付

➡決算応当日（月末決算では８月31日（月））まで

●雇用保険被保険者資格取得届の提出（７月雇入分）

➡８月10日（月）まで

●外国人雇用状況届出書の提出（雇用保険の被保険者ではない外国人の７

月雇入・離職分）　　　　　　　　　　　　　　 ➡８月31日（月）まで

●健康保険・厚生年金保険の保険料納付（７月分） ➡８月31日（月）まで

●申告、納付期限等の日が土曜日、日曜日、国民の祝日・休日に当たるときは、
原則その翌日が納付期限等の日となります。

（公認会計士・税理士　井村奨／特定社会保険労務士　井村佐都美）
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障害者雇用

　民間企業に雇用されている障害者の数は毎年増加しており、令和７年

６月１日時点で障害者雇用率達成企業割合は46％になっています。この

障害者雇用に関して税務・労務上の注意点を記載します。

［税務上の注意点］

　常用雇用労働者数が100人を超えており、対象障害者数が法定雇用障

害者数を超えている事業主は、原則１人当たり月額2.9万円の調整金が

受給できます。この障害者雇用率は個々の事業主ごとに義務付けていま

すが、障害者雇用に特別の配慮をした子会社（特例子会社）を設立し、

関係会社を含め、グループ全体を親会社に合算して実雇用率を算定する

制度があります。この場合、仮に障害者雇用に係る費用が特例子会社に

生じていても、調整金の支給を受ける権利は原則として親事業主にある

とされており、親事業主が調整金を全額受給してもグループ内において

寄附金課税の問題は生じないと考えられています。

［労務上の注意点］

　障害者の法定雇用率が令和８年７月に引き上げられており、民間企業

は2.7％となっています。障害者雇用のための支援機関として①ハロー

ワークは障害者の態様に応じた職業紹介・職業指導・求人開拓などを行

い、②地域障害者職業センターは事業所へのジョブコーチ（職場適応援

助者）派遣等の障害者雇用に関する専門的な支援を行い、③障害者就業・

生活支援センターは障害者雇用管理の相談対応や企業訪問による支援等

を行っています。
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今月のテーマ

保税地域から引き取られる外国貨物、いわゆる輸入品には、原則として消費税がかかります。輸入取引をする者は、保税地域を所轄

する税関長に輸入品の品名、数量、金額等と関税や消費税の金額などを記載した申告書を提出し、輸入品を引き取るときまでに関税と

消費税を納付しなければなりません。

　ただし実務上は輸入代行業者を利用することが多く、輸入代行業者が関税や消費税を立て替えて納付しており、輸入代行業者から

「輸入品」と合わせて「輸入許可通知書」、「輸入代行業者の請求書」が送られることとなります。

　輸入消費税の課税標準は、関税課税価格（ＣＩＦ価格）に消費税以外の関税及び個別消費税の額に相当する金額を加算した合計額です。

輸入消費税は、国内仕入れに係る消費税と同様に仕入税額控除の対象となります。ただし、控除を受けるためには「輸入許可通知

書」等の保存が必要です。

　輸入取引を仕訳し帳簿に記帳するにあたっては、「輸入許可通知書」や「輸入代行業者の請求書」などの書類に基づいて、内容に応

じた勘定科目、消費税区分を正しく把握する必要があります。仕訳にあたっては国内取引とは異なる点も多く複雑になりがちです。

　輸入取引に係る代表的な勘定科目と消費税区分（会計ソフトによって名称は異なる可能性があります）を以下に示します。

税理士　磯山仁志

ギモンを解決！

経理担当者のための
税務・会計Q&A

　国内取引であれば、通常、取引品の本体価格に基づいて会計ソフトが自動的に仮払消費税の額を計算しますが、輸入取引の場合には、

書類に基づき仮払消費税の額を個別に記帳する必要がある点に注意が必要です。

輸入取引に係る消費税の経理処理

海外から商品を輸入しましたが、どのように経理処理すればよろしいでしょうか？

「輸入許可通知書」や「輸入代行業者の請求書」に基づき、適切な方法で経理処理する必要があります。

課税対応課税仕入れに該当する輸入（標準税率）を行った場合の勘定科目と消費税区分

取引内容 勘定科目 消費税区分 備考

輸入品の本体価格 仕入高 課税対応輸入本体7.8％

代行手数料、立替納税手数料、
取扱い料金、ドレージ料、デ
リバリーオーダー手数料等

仕入高
（支払手数料）

課税対応仕入7.8％

海上運賃 仕入高 課税対応輸入本体7.8％

保険料 仕入高 課税対応輸入本体7.8％

関税 仕入高 課税対応輸入本体7.8％

輸入消費税（国税） 仮払消費税 課税対応輸入消費税7.8％ 税込経理の場合は仕入高

輸入消費税（地方税） 仮払消費税 地方消費税貨物割2.2％ 税込経理の場合は仕入高


